米州開発銀行（IDB）ジャパンプログラム

－中南米カリブとアジア両地域の知的交流の掛け橋として－

米州開発銀行日本代表理事　上田善久

　国際機関にはジャパンの名を冠した特別プログラムが多く、実のところ私自身も赴任するまでは、この米州開発銀行に設置されている『ジャパンプログラム』と称するものが果たして他とどれだけ違うものなのか、必ずしも定かではありませんでした。その目的である「中南米カリブ地域開発のための日本･アジアからの知識･経験の移転」という標語も、聞こえのよいスローガンだけで結局のところはさほど実の伴わないものではないか、との危惧もありました。

　しかし、同プログラムとの１年を超える接触と各種プロジェクトへの参加が重なるにつれ、小規模で地味ではあるが大変ユニークなこのプログラムを、今では一種驚きさえ持って眺めるようになってきています。以下、その一面に触れることで、まだあまり知られていないこのプログラムを紹介してみることにすます。

Ⅰ．ジャパンプログラムが誕生するまで
　米州開発銀行イグレシアス総裁は、ウルグアイラウンド時の同国外務大臣としても有名ですが、同総裁の視点はあくまで広くかつ長いことで知られています。そのため、今後小さくなる一方の地球上で、中南米カリブ地域も世界により開かれた存在とならない限り未来はない、という強い信念を持っています。従って経済社会開発の方法論でも、従来の欧米型以外の新しい思考の種子を蒔いてみよう、という考えなります。その新しい種子が日本などアジア諸国の開発経験だったのです。

1.　『ジャパンプログラム』の原点

1997年初夏、同総裁は旧知の橋本総理大臣（当時）と会い、上記の考えを披露しました。この会談は、折しもタイの金融危機発生の数週間前になされたのですが、総裁は、これまで欧米とアジア、欧米と中南米についての分析はあったが、アジアと中南米を系統的に結びつけた研究プロジェクトは少ないとして、この分野での日本の役割を要請しました。総理もこの考えに賛成し、とくに日本が体験してきた開発と環境･公害問題などを例に、戦後の日本が歩んできた道を中南米カリブの今後に役立てるよう助言がありました。

米州開銀には南北アメリカ大陸の米州諸国に加え欧州、イスラエルと日本の46各国が加盟していますが、アジアからは日本が唯一の加盟国です。今、開発を巡り理論面でも実務面でも全世界の関係者が呻吟していますが、米州開銀でも、日本には、唯一のアジア加盟国として知的交流の掛け橋となる責務があるともいえるでしょう。こうして『ジャパンプログラム』という一粒の種が蒔かれました。

2.　プログラムの誕生まで

　米州開銀側は、資金規模にも当然関心を持っていましたが、それ以上に、このプログラムの継続期間をどのくらいに見るか、という点を最重視していたようです。すなわち「日本・アジアと中南米カリブ地域は、現実的にはほとんど接点がないに等しい。そのゼロの状態からネットワークなどの土台を築き、ワークショップやケーススタディを行い、それをもとに具体的な案件をデザイン･実施する、その全てを数年でできるわけがない。期間が短ければ、事務局側はその間の成果をあせり、結局見せかけ、表面だけの結果しか求めなくなる。また、そんな一時凌ぎの発想では橋渡し役となるべき事務局に優れた人材は集まらない。」という観点から、長期プログラムを提案してきました。そして「通常とは根本的に違う発想に立つこのプログラムの目的を考えると、やはり単発的で一時凌ぎのような使い方はしたくない。日本からの資金協力はありがたいが、自信を持って受託責任を果たせるよう息の長いプログラムにして欲しい」と言い切ったとのことです。

こうして最終的に、５年目に事後評価を実施し、その上で継続を考える、という結論になりました。資金をもらうことが第一、というのが受け手一般に見られる対応の中にあって、米州開銀の『使い方』にこだわる真摯な姿勢を示す逸話と感じていますが如何でしょうか。

Ⅱ．両地域知的交流･相互理解の掛け橋として

　こうして1999年、米州開銀地域統合局の中に運営担当特別ユニットを作り、ジャパンプログラム(以下『JP』)が発足しました。資金規模は年間200万ドル程度とし、管理運営費用は米州開銀側が負担、責任者である事務局長には海外経済協力基金(当時)から来ていた岡田要氏が就任しました。

資金規模の制約から、一案件の上限も15万ドルとこの種の技術協力としては極めて低めに設定されましたが、「質」にこだわるスタッフの立場からは、むしろ知恵の出し甲斐がある制約条件と受け止められたようです。こうして文字通り「小粒」の種蒔きが始まりました。

1. わが国からの知識移転目的が正式な国際機関の業務に認識される。

『JP』で最も注目すべき点の一つは、米州開銀という国際機関が、組織として正式に知識移転分野で特定国・地域を対象にしたプログラムを作った、という点です。他の国際機関でも、多くの日本人スタッフが日本の知識や経験を他の国の開発に役立てたいと様々な努力をしていますが、こうした狙いも単発的で正式な組織戦略としての位置付けにはなりません。国際機関は多くの加盟国で構成されており、資金出し手如何によらず一国（地域）を特別扱いするような施策は採りにくいからです。米州開銀でも、『JP』構想に反対しないまでも消極的な加盟国もあったようですが、前述のイグレシアス総裁の哲学が全加盟国に理解され、理事会での正式承認を経て実現にいたりました。　

2.　二国間援助との違いは

以上の話からでは、日本の二国間援助とどこが違うのか、とのコメントがでてきそうですが、それに対しては「むしろ国際開発機関を活用することで新たな付加価値や相乗効果が加わり、二国間援助を補完しあるいはそれを凌ぐような機能を発揮することも可能となる」、と答えることができます。米州開銀は中南米カリブの全加盟国に現地事務所を設置しており、地域密着型のホームドクターとして現地政府の開発政策に密接に関わっています。そのネットワークから地域が本当に必要としている分野や事項を汲み取ることができます。一方、日本･アジアの経験といっても、地域独自の文化、伝統、歴史背景を無視した一方方向の押し付けが無意味なことは、欧米の価値観に対するアジア側の事情と同じです。米州開銀という地域専門機関が、アジア開発の専門家・実務家との研究交流を通じてアジアの経験を分析し、改めて適用可能な形に翻訳することで始めて中南米カリブの開発戦略策定に実際に活かすことが可能となるのではないでしょうか。

3.　関連開発機関との提携事業

アジア開発銀行など国際機関をパートナーとする場合には、米州開銀という国際機関の一部としての本プログラムの特徴がより現れます。アジア開発銀行とは、『JP』が掛け橋となって2001年に太平洋を跨ぐパートナーシップ協定を締結しました。それに基づき、両地域での開発経験を相互に学びあうことを目的とした案件が生まれてきています。これまで両地域に関する「腐敗防止とガバナンス」、「両開発銀行の貧困撲滅への取り組み」、「ＦＴＡＡとアジアの関係」、「メコン流域やメルコスール地域などの複数借入国への協力形態」、「両地域での地域統合の流れの比較研究」、「環境、ＨＩＶ、麻薬など国境を超えた地域公共財」などの共同研究などがあります。また世界銀行、国連ラテンアメリカカリブ経済委員会（ＥＣＬＡＣ）、国連開発計画（ＵＮＩＤＯ），ラテンアメリカ経済機構（ＳＥＬＡ），アジア生産性機構（ＡＰＯ），米州保健機構（PAHO）などの国際機関ともジョイントのプロジェクトを実施し、定期的な意見交換をしています。

なおここで特記しておきたいのが日本サイドでの関係機関、とくに国際協力銀行や日本政策投資銀行、国際金融情報センターなどからの強い知的サポートです。国際協力銀行からは、アジア開銀も加わり昨年秋に三機関共催で開催した『両地域の地域統合の比較研究国際セミナー』（ﾌｧｲﾅﾝｽ02年１月号参照）をはじめ幅広い分野で各種の協力を得ています。また日本政策投資銀行共催「アジアでの起業を可能とするビジネス環境調査」や国際金融情報センター共催「不良債権処理問題」、「日米欧租税政策セミナー」では、その極めて示唆に富んだ内容が当地でも高く評価されました。

Ⅲ．多種・多様な事業展開を通じて

『JP』は単にアジアの経験を学ぶという一方通行の事業ではなく、アジアからの専門家・実務者を交えた幅広い比較研究交流を通じて両地域での経験を分析、開発への教訓を引き出そうとするものです。この観点から上記アジア開銀との提携は特に貴重で、回を重ねるごとに人的にも組織的にも緊密な関係が構築されてきています。とくに社会セクター改革では、アジア開銀の識見のほか幅広い人的ネットワークにも大きく助けられおり、今やほぼ全ての事業で不可欠のパートナーとなっています。つぎに個別に事業の具体例を紹介しましょう。

1.　日本でのユニークな交流事業

　『JP』を所管する米州開発銀行地域統合局は、研究･研修専門機関である社会開発研究所も所管していますが、同研究所主催の社会セクター改革を主題とする研究会を、毎年一回日本で開催しています。これまで両地域間の「保健」「教育」「国、地方、市民団体の役割」などを取り上げてきましたが、アジア開銀、米州開銀それぞれの担当者とともに両地域から学者･行政官･関係NGOなど多くの専門家が集まり、一週間の集中討議を行っています。過去３年間、東京プラス地方開催という形式で、北海道、島根、神戸で実施してきましたが、そのつど上記各地方自治体の熱心な協力をいただき、地域住民と研究会参加者が直接交流する場も提供することができました。

2.　両地域での開発経験の研究と移転

日本での知識や経験を研究議論する事例では、「日本の公害とその解決策に例をとった環境と開発問題」、「（米国的でない）和解仲介などを基本とする日本の法律制度」、「日本的マネジメント方法の再考（対メキシコ）」、「日米欧租税政策と中南米」、「自然災害対策（対ペルー）」、「戦後日本の中小企業が果たした役割」、「琵琶湖における内陸漁業（対ボリビア）」、「日本と中南米の所得格差対比」等々が挙げられます。また、不良債権処理や公害問題など失敗体験の教訓も紹介しており、中南米諸国からも強い支持を得ているようです。

アジアの開発経験の紹介事例としては、日本、フィリピン、インドネシア、アジア開銀の専門家などが参加した「総合農村開発（対ドミニカ共和国）」、日本、タイ、マレイシア、インドネシアの具体的方策をボリビア、エクアドル、コスタリカ、ペルーに適用しようとした「小規模金融」、カンボジア、インドネシア、東チモール、ベトナム、エルサルバドル、コロンビア、グアテマラなどを網羅する「内戦後の初等中等教育問題」、日本、韓国、中国やラ米に加えてアメリカやスペインをも含有する「ビジネス・経済界ネットワーク網」などがあります。また逆に中南米の経験をアジアに紹介した事例としては、グアテマラなどの例をタイに紹介した「社会投資基金」、ペルー、チリからインドネシア、マレイシアへの「家庭内暴力防止法」などが挙げられます。

3.　相互理解促進のためのメディアの参画

　交通通信の発達したこの時代でもなお遠い両地域の距離をすこしでも埋めるため、独特の企画も実施しています。両地域の専門家が協力するという点と点の関係以外にも、面（一般大衆）との接点を拡げるべく、メディアの参画を促す事業も実施しています。具体的には中南米のメディア関係者を日本に招き実情を見てもらうとともに、日本のメディア関係者も米州開銀本部や中南米に招き、日本側だけのアレンジではなかなか見られないラ米の素顔を紹介しよう、というものです。もちろん『JP』側の負担は必要最小限で、もっぱら地域的専門性を活かした付加価値を提供しているわけです。この場合の広報とは、加工した情報提供ではなく、実情を見聞して地域を感じてもらうことにあることは言うまでもありません。

4.　日系アジア系中南米人の提携強化

百万人を越すと言われる日系人の存在は、中南米カリブを考える時に忘れてはいけない存在です。我々の関心はとかくフジモリ氏のような有力者の出現や出稼ぎといった社会問題に目が向きがちですが、最も重要なことは、多くの日系人が各国の行政機構や関係分野で中堅的な立場で日々活躍しているという事実でしょう。『JP』では、日系人のほか中国、台湾、韓国などアジア系中南米人で現に社会セクター改革に携わっている人を対象に、毎年一度ワシントン本部の社会開発研究所に数十名招聘して保健衛生・教育などの研修や相互研究を行い、あわせて中南米地域全体でのアジア系ネットワークの構築をサポートしています。また、日系移民（一部他のアジア諸国を含める）が中南米カリブ諸国の発展に果たしてきた役割を、日本や移民サイドの目からではなく、受け入れ諸国側の眼で分析する作業も実施中です。

5.　米州開銀の域内ネットワークの活用

米州開銀を通じたメリットとして、一国での知識移転プロジェクトの成功が、域内ネットワーク網を通じて他国にも伝わっていくことが挙げられます。といっても『JP』は設立後まだまもない段階で、むしろ今後数年を経て芽が一度に開くことが期待されますが、とりあえず現時点では、ドミニカ共和国の事例をパラグアイに伝える「一村一品」案件、日本、韓国からパナマ、メキシコ、コスタリカなど中米全ての国への「関税制度」プロジェクト、ワシントンでのワークショップがボリビアに結びついた「インドネシアの零細企業向け金融」案件、ドミニカ共和国への「戦後日本の母子手帳システム」案件、メキシコへの「日本の埋め立てに関する環境」案件などが挙げられます。

Ⅳ．『JP』を支える舞台裏の人々

この一年半の『JP』スタッフとの接触を通じて、こうしたすばらしい狙いと舞台装置を持ったプログラムも、なお気の遠くなるほどに距離のある両地域間の現実を考えると、結局その成否は、スタッフ個人個人の情熱と開発に向けた真摯な姿勢、そこにかかっていると思うに至りました。

人的ネットワークを活用したささやかなイベントとして、米州開銀講堂での「アジア芸能の夕べ」がありますが、日本やアジアをほとんど知らない米州開銀職員やその家族知人のために日本の琴尺八や映画、マレイシア舞踊などを適宜紹介しています。ワシントン在住の有志にお願いしているため費用はごく僅かですが（例えば尺八演奏は財務省から当地に在勤中の保井さんと日立製作所ワシントン事務所長の石井さんにお願いしました）、聴衆も100名を超えるなど確実に根付いきています。これも文字通りスタッフ手作りのイベントです。

　

1.　個性的なスタッフ

多彩なスタッフを簡単に紹介しましょう。日本の大学で十年近く教鞭をとり中国から養子をとったアメリカ人日本政治学博士、アジアと欧州で人生の大半を過ごした日本人、四国の市役所で３年の勤務経験のある台湾人、カナダと日本で修士号をとり国連勤務経験のある日系パラグアイ人、日本の商社にいたエクアドル人、出稼ぎ子弟の日系アルゼンチン人、その他日系ペルー人、ジャマイカ人等がチームを構成しています。
プログラム事務局長の岡田要氏は、米州開銀以前に海外経済協力基金や世界銀行で四半世紀働いていましたが、ご夫人はアメリカ人で、コロンビアと台湾から養子をとっています。その国際性から日本の新聞にも紹介されたことのある変り種ですが、リーダーとしての彼の情熱を全員が共有していることは間違いなく、『JP』の求めるものが彷彿と垣間見られるようです。

　また担当局地域統合局マルランダ局長の『JP』にかける強い思い入れなしには、米州開銀の中でこれほどの位置付けにならなかったでしょう。同局は地域縦断的な視野から幅広い分野で開発政策に携わっており、局長の自由な発想と積極的な取り組みにより『JP』に対する米州開銀内での認識が大いに高まりました。

最後に日本開催時はもとより、開催地如何によらず日本側での全ての調整を担当してきた米州開銀駐日事務所の高橋前所長や小林現所長、そのスタッフの活躍振りも特記しておきます。

冒頭の一粒の種子がまがりなりにもここまで育ってこられたのも、結局はそれぞれの個性が見事にチームワークに繋がったということでしょうか。

　個人の時間を大切にするスタッフが多い国際機関の中で、『JP』担当スタッフは遅くまで仕事をしており、日本からの知的移転案件の第一号は、このワーカホリックぶりかも知れません。
2. 2005年米州開銀沖縄総会に向けて

以上、誕生間もない米州開銀『ジャパンプログラム(JP)』の一端を紹介してきましたが、もちろんそれぞれ一回限りでは意味がありません。2005年4月には沖縄で米州開銀総会開催が予定されていますが、それに向けてこれまでの『JP』活動を総括しつつ、その成果を総合的、体系的に両地域に紹介しようとする企画もスタッフの中から生まれているようです。こうした総括作業は、『JP』に対する外部の幅広い理解を得るとともに、自身の今後の運営改善に資する貴重な契機となることでしょう。やがて種子から芽が吹こうとするこのプログラムが目標としているのは、今日明日のスパンの話ではなく、何十年も後の地球を睨んでのものです。その成功のためには日本の幅広い各層の皆様の協力が不可欠ですので、この場をお借りして改めてよろしくご支援をおねがいいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《ＩＤＢジャパンプログラム》

ホームページ　www.iadb.org/int/jpn　（日本語有り）

電子メール　　JPNPROG@IADB.ORG　（日本語可）

（以上）
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